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摘　　要
　人口減少だけでなく，津波災害が懸念されている地方都市圏における持続可能な都
市構造への再編の方向性を見出すことを目指し，都市構造の持続可能性に関わるリス
クの計測方法を提案する。具体的には，津波災害の懸念のある徳島都市圏を事例とし
て，将来の人口減少を推計した上で，津波による住宅全壊リスク，都市サービス低下
の抑制に関わる商業施設撤退リスク，自動車利用による環境負荷リスクを計測した。
その結果として，都市圏内の人口減少を補うように，想定浸水深 2 m 以下の区域に木
造住宅居住者の移転を進めれば，津波災害リスクが軽減されるが，人口集積地からの
撤退となり，自動車利用による環境負荷を高める推計結果となった。一方，想定浸水
深 3m までの津波災害リスクを人口集中地区（DID, Densely Inhabited District）地区で
許容すれば，温室効果ガス排出増加が抑制される推計結果を得た。
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1．はじめに

地方都市圏では高齢化及び人口減少が大きな問題
となっている。このため都市サービスの運営・維持
が困難になり，都市サービス撤退に伴い，交通弱者
の孤立・買い物難民などの問題が発生している 1）。
また，地方都市圏では，モータリゼションの進展の
結果として，自動車利用に依存した生活行動が定着
している。このため，一人あたりの自動車利用が多
く，温室効果ガス排出量の削減が求められている。
これらの問題を解決するために，集約型都市構造の
実現が必要とされている。

これまでに，都市インフラ整備の評価に関しては，
多元的な共同利益を表す QOL（Quality of Life）概念
に基づいた評価手法が開発されている 2）。そこでは，
安心安全性，経済活動機会，生活文化機会，空間快
適性及び環境持続性の観点からの評価方法が提案さ
れている。しかしながら，都市圏の規模あるいは位
置づけにより，交通機関，人口分布，災害リスクな
ど重視すべき観点が異なると考えられる。特に地方
都市圏では，その特徴や問題点に応じた視点からの
議論が必要である。また人口減少下においては，持
続可能性の観点から都市構造のあり方を見出す必要

性が高い。
一方，我が国では多くの甚大な災害が発生してお

り，災害に強いまちづくりが求められている。東日
本大震災の事例では，津波浸水深 2 m 以上の地域
で，建物の流失や全壊などの大きな被害が報告され
ている 3）。近い将来に南海トラフ巨大地震の発生が
想定されており，被災想定地域では災害リスクを減
少させる都市構造へ転換していく必要性が指摘され
ている。海外の研究事例では，Lovholt らが，津波
災害のリスク削減には，警報システム・避難計画の
導入が重要であると指摘している 4）。また，インド
ネシアの事例では，災害リスク緩和と温室効果ガス
排出削減の両面を考慮して持続可能な土地利用計画
と交通計画についての提案がなされている 5）。

そこで本研究では，津波災害リスクを考慮する必
要性が高い地方都市圏である徳島東部都市圏を対象
として，持続可能な都市構造への再編の方向性を見
いだすことを目的とする。対象都市圏では自動車保
有率が高く，自動車依存型社会となっており，人口
減少による都市サービスの撤退可能性が高まってい
る。また，対象都市圏の市街地は津波浸水想定 2 m
以上の範囲内にも広く存在しており，大きな被害が
想定される。そこで，将来の人口減少を推計した上
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で，[1] 津波災害リスクの減少，[2] 都市サービス
低下の抑制及び [3] 自動車利用による温室効果ガス
排出などの環境負荷の削減の各観点から，都市構造
の持続可能性について分析する。

2．対象都市圏の人口分布

対象都市圏における現在人口について整理する。
対象都市圏は，徳島東部都市計画区域（徳島市，鳴
門市，阿南市，小松島市，吉野川市，石井町，松茂
町，北島町）に藍住町，板野町及び上板町を加えた
ものである。2010 年度国勢調査に基づいて，1 km
メッシュ単位で表された現在人口分布を図 1 に示
す。対象都市圏の現在人口は 615 千人である。対象
都市圏では，沿岸部及び吉野川流域において人口が
集中している。

対象都市圏における年齢階層別現在人口の空間分
布データに基づいて， 1 km メッシュ単位でコーホー

ト要因法 6）を適用し，5 年単位で 30 年後までの年齢
階層別人口を 1 km メッシュ単位で推計した。「現
在」から 30 年後の 2040 年時点を「将来」として，
対象都市圏全体における年齢階層別将来人口の推計
結果を図 2 に示す。

現在の年齢階層別人口では，50～54 歳の人口が
最も多く，30 歳未満の年齢階層では徐々に人口が
減少傾向にあることがみてとれる。将来の人口推計
では 527 千人となり，現在人口より 88 千人程度減
少する結果となった。また現在人口と比較すると，
後期高齢者人口が増加するとともに，40 歳未満の
年齢階層での人口減少が顕著であり，現状のまま推
移すれば，人口減少及び少子高齢化社会が形成され
ることがわかる。

3．都市構造の持続可能性に関する現状把握

都市構造の持続可能性に関わるリスクとして，
[1] 津波による住宅全壊リスク，[2] 都市サービス
低下の抑制に関わる商業施設撤退リスク，[3] 自動
車利用による環境負荷リスクについて，対象都市圏
の現状と将来（現状のまま推移）を把握する。
3.1　津波による住宅全壊リスク

津波被災の影響を把握するために，最大クラスの
津波による浸水想定地域における現在人口及び将来
人口を求める。徳島県から公表されている南海トラフ
巨大地震発生時の対象地域における津波浸水想定 7）

及び DID 地区を図 3 に示す。
対象地域の人口集中地区の大部分が想定浸水深

2 m 以上の区域に含まれている。また津波浸水想定
地域には，対象都市圏の主要な市街地の大半が含ま
れている。

津波浸水想定地域内の現在人口及び将来人口を，
想定浸水深別に集計した結果を図 4 に示す。現在
における浸水想定地域人口は 326 千人であり，将来
においては 285 千人である。また，想定浸水深 2 m
以上の地域の居住人口は，現在 193 千人，将来 168

図 1　現在人口分布．

図 2　年齢階層別人口． 図 3　津波想定浸水地域と人口集中（DID）地区．
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千人となっており，対象都市圏人口の 3 割を占め
る。したがって，将来においても津波災害リスクの
ある地域に多数の居住者が存在することに留意する
必要がある。

津波想定浸水深 2 m 以上の場合には，木造住宅
が全壊することが想定されている 3）。中央防災会議
南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループで
は，東日本大震災において津波浸水深 5 m 以上で
非木造住宅を含む大半の建物が全壊しており，津波

浸水深 2.0 ～ 2.5 m では木造住宅の全壊率が 70％を
上回っていることが報告されている 8）。

そこで，想定浸水深 2 m 以上の地域における木
造住宅居住者数を，津波災害に関するリスク指標と
する。木造住宅居住者数は，年齢階層別人口に，木
造住宅率を乗じて算出する。木造住宅率について
は，平成 25 年度住宅・土地統計調査より構造別住
宅数を用いて，市町別に設定した。想定浸水深 2 m
以上の地域における将来の木造住宅居住者数を年齢
階層別に推計した結果を図 5 に示す。木造住宅の
全壊可能性がある想定浸水深 2 ｍ以上のエリアに，
将来も合計 100 千人程度の木造住宅居住者が推計さ
れた。したがって，L2 津波発生により対象都市圏
人口の約 20％が住宅を喪失する可能性が示唆され
る。また，65 歳以上の高齢者が 30％を占める。東
日本大震災時には津波による犠牲者の半数が 65 歳
以上の高齢者であったことを鑑みると，高齢者の避
難対策にも配慮が必要となる。

つぎに，将来において最大クラスの津波による住
宅全壊リスクのある世帯数を推計する。将来の世帯
数推計では，厚生労働省により示されている推計方
法 6）を適用する。性別年齢階層別人口に対応して設
定されている世帯形態別（単独世帯，夫婦のみ世帯，
夫婦と子供世帯，一人親と子供世帯，その他）の世
帯主率 6）を乗じて，1 km メッシュ単位での性別年
齢階層別世帯形態別世帯主数（= 世帯数）を算出し
た。この世帯数の推計結果に木造住宅率を乗じて，
将来の世帯主年齢階層別世帯形態別木造住宅居住世
帯数を算定した。想定浸水深 2 m 以上の地域にお
ける木造住宅での居住世帯数を世帯主年齢階層別世
帯形態別に分類して図 6 に示す。

将来においても想定津波浸水深 2 m 以上に 68 千
世帯の居住が推計されている。また，若年層の単独
世帯あるいは中年層の夫婦と子供世帯での被災世帯
数の減少が顕著であるのに対して，後期高齢層の単
独世帯及び夫婦のみ世帯について被災世帯数の増加
が顕著である。このように，現状のまま推移した場
合には，将来においても多大な津波災害リスクが残
存することがわかる。
3.2　商業施設撤退リスク

対象都市圏における人口減少に伴う商業施設の撤
退可能性について分析する。対象とする商業施設
は，日常生活での食品などの買物施設として，スー
パーマーケット（経済センサス調査における総合ス
ーパー及び専門スーパー）を取り上げる。したがっ
て，コンビニエンスストア，非食品複合店，百貨
店，ホームセンター，薬局薬店，大規模複合ショッ
ピングセンターは含まれていない。対象地域におい
ては，スーパーマーケットは 139 店舗が立地し，そ
の内訳では徳島市内に 59 店舗が集中している。ま
た，主要幹線道路に隣接して立地する店舗が多数で
ある。

図 4　浸水想定地域人口．

図 5　浸水想定地域の将来木造住宅居住者数．

図 6　津波による住宅全壊リスクのある世帯数．



奥嶋ほか：津波災害リスクを考慮した都市構造の持続可能性についての分析

188

既存研究 8）では，買物意識と行動に関するアンケ
ート調査として，自宅から商業施設までの移動につ
いて，満足できる最大の距離を質問している。この
回答結果として，食料品購入のための商業施設の立
地に関して，自動車利用が可能な被験者についても，
満足できる最大の距離の平均値は 805 m であるとし
ている。この距離を参考として，スーパーマーケッ
トの利用圏を半径 800 m とする。

一方，都市構造リスクを扱った既存研究 9）におけ
る撤退の判断基準を参考として，スーパーマーケッ
トの店舗維持のために必要な集客数を 5 千人と設定
する。そこで，必要な集客数 5 千人に対する利用圏
人口の割合を近隣集客充足率と定義する。近隣集客
充足率が 100％を下回った場合に撤退リスクが生じ
ると仮定する。この基準は人口密度 2,488 人/km2　

に相当する。
対象都市圏における全店舗について，近隣集客充

足率を算出した結果として，近隣集客充足率別の店
舗数を 10％単位で区分して図 7 に示す。対象地域
では，現在においても近隣集客充足率 100％を下回
るのは 95 店舗（約 70％）ある。これらの店舗では，
近隣だけでなく，遠方からの集客により店舗が維持
されている状況であることがわかる。また，近隣集
客充足率 100％の店舗数が将来にかけて 2 割程度減
少している。このように，現在リスクが顕在してい
ない店舗において，人口減少により近隣集客充足率
の低下が見られ，将来時点で撤退のリスクが高まる
ことがわかる。
3.3　自動車利用による環境負荷リスク

環境負荷の低い持続可能な都市構造を目指して， 
都市のコンパクト性を測定するために，現況の居住
地域別自動車利用距離を計測する。パーソントリッ
プ調査結果データ（2000 年）から，自動車利用トリ
ップについて，すべてのトリップ目的を対象に，個
人別に一日での自動車移動距離を算定した。これを
居住地域別に小ゾーン単位で整理して，日平均自動
車移動距離を算定した。この結果に基づいて，居住

市町別の一日一人当たりの自動車移動距離を算出し
た結果を図 8 に示す。ただし，自動車利用トリッ
プのない居住者も含めて平日の平均値を算定した結
果である点には留意する必要がある。自動車移動距
離は板野町居住者で 11.9 km ，上板町居住者で
9.0 km と高く，最も低い徳島市居住者では 1.5 km
であった。このように，居住地域により自動車移動
距離の差異が大きいことがわかる。

つぎに，将来の居住地域別自動車依存度を評価す
るために，自動車移動距離推計モデルを構築する。
既存研究事例 10）では，自動車移動に影響を与える要
因として，人口密度，地形に加えて，都市における
特性があることが示されている。また，自動車利用
における温室効果ガス排出量を決める要因として，
人口密度や都市構造以外に自動車保有率が強く影響
を及ぼしていることも明らかになっている 11）。

ここでは，小ゾーン単位でデータを整理して，ゾー
ン i の一日一人当たりの自動車移動距離 Li を目的変
数として，式（1）に示す非線形回帰モデルを適用して
自動車移動距離推計モデルを構築する。

   （1）

説明変数は，事業所アクセシビリティ Ai 及び一
人当たりの自動車保有台数 Bi としている。事業所
アクセシビリティは通勤目的，業務目的及び通勤者
の帰宅目的での自動車利用トリップに対応した指標
であると考えられる。

ここで，事業所アクセシビリティ Ai は , ゾーン i
から各事業所までの平均距離として，事業所まで距
離をゾーン間距離 dij で代用し，各ゾーン j の事業
所数 sj より，式（2）を用いて算出する。

    （2）

最小二乗法による係数パラメータ推定結果を表 1
に示す。決定係数 r 2　は 0.44 となり，一定のモデルの
適合度が確保できている。また，いずれのパラメー
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の低下が見られ，将来時点で撤退のリスクが高まる

ことがわかる。

自動車利用による環境負荷リスク

環境負荷の低い持続可能な都市構造を目指して，

都市のコンパクト性を測定するために，現況の居住

地域別自動車利用距離を計測する。パーソントリッ

プ調査結果データ（2000年）から，自動車利用ト
リップについて，すべてのトリップ目的を対象に，

個人別に一日での自動車移動距離を算定した。これ

を居住地域別に小ゾーン単位で整理して，日平均自

動車移動距離を算定した。この結果に基づいて，居

住市町別の一日一人当たりの自動車移動距離を算出

した結果を図 に示す。ただし，自動車利用トリッ

プのない居住者も含めて平日の平均値を算定した結

果である点には留意する必要がある。自動車移動距

0
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撤退リスクあり

図 近隣集客充足率別店舗数

図 日平均自動車移動距離

離は板野町居住者で 11.9km ，上板町居住者で
9.0kmと高く，最も低い徳島市居住者では1.5kmで
あった。このように，居住地域により自動車移動距

離の差異が大きいことがわかる。

つぎに，将来の居住地域別自動車依存度を評価す

るために，自動車移動距離推計モデルを構築する。

既存研究事例10)では，自動車移動に影響を与え

る要因として，人口密度，地形に加えて，都市にお

ける特性があることが示されている。また，自動車

利用における温室効果ガス排出量を決める要因とし

て，人口密度や都市構造以外に自動車保有率が強く

影響を及ぼしていることも明らかになっている 11)。

ここでは，小ゾーン単位でデータを整理して，

ゾーンi の一日一人当たりの自動車移動距離Liを目

的変数として，式(1)に示す非線形回帰モデルを適
用して自動車移動距離推計モデルを構築する。

21
0 )exp(  iii ABL  (1)

説明変数は，事業所アクセシビリティAi および

一人当たりの自動車保有台数Biとしている。事業所

アクセシビリティは通勤目的，業務目的および通勤

者の帰宅目的での自動車利用トリップに対応した指

標であると考えられる。

ここで，事業所アクセシビリティAiは,ゾーンiか
ら各事業所までの平均距離として，事業所まで距離津波災害リスクを考慮した都市構造の持続可能性についての分析

をゾーン間距離dijで代用し，各ゾーンjの事業所数
sjより，式(2)を用いて算出する。


 



j
j

j
ijj

i s

ds
A (2)

最小二乗法による係数パラメータ推定結果を表

に示す。決定係数r2 は0.44となり，一定のモデル
の適合度が確保できている。また，いずれのパラメ

ータについても統計的に有意である。したがって，

仮定したモデル構造が概ね妥当であると判断した。

すなわち，自動車移動距離は居住地域と事業所との

位置関係に依存するといえる。しかしながら，買物

目的などの自由目的トリップなどには対応できてい

ない。そのため，モデルの推計精度の向上には説明

変数として商業施設アクセシビリティなどの導入を

検討することが今後の課題といえる。

つぎに，自動車利用による環境負荷リスクの具体

的な指標として，居住ゾーン別の日平均自動車移動

距離に基づいて，温室効果ガス排出量を推計する。

ガソリン消費による二酸化炭素排出原単位は約 2.3 
kg / L である。ここでは交通渋滞による速度低下
の影響などは考慮せず，乗用車の平均燃費は約

15.7 km / L（2007年10・15モード)として，ガソ
リン乗用車の単位距離当たりの二酸化炭素排出係数

を約 0.146 kg / kmと設定した。この値を日平均自
動車移動距離に乗じて，居住ゾーン別の一人一日あ

たりの温室効果ガス排出量を算定した。さらに，居

住人口を乗じて，居住ゾーン別の自動車利用による

一日当たり温室効果ガス総排出量を算出した。将来

時点では，乗用車の平均燃費は改善されていること

が期待できる。しかしながら，2040年時点の平均
燃費には多様な要因が関与し，想定が単純でないた

め，現状と同一と置いている。したがって，将来の

温室効果ガス排出量は平均燃費改善による低減を考

慮できていない点に留意する必要がある。

この居住ゾーン別の算出結果に基づいて，ゾー

ン中心点での排出量推定値を求め，ゾーン中心点以

外についてはカーネル密度推定により排出量を推定

した。このように推定した温室効果ガス排出量分布

の推計結果を図 に示す。人口の集中する徳島市中

心部だけでなく郊外付近においても，温室効果ガス

排出量が多いことがわかる。

つぎに，居住ゾーン別の温室効果ガス日排出量を

市町別に集計した結果を図 に示す。将来におい

ても対象地域で人口が最も多いことから徳島市の総

排出量が最も高い。しかしながら，一人一日当たり

の排出量は板野町で4.3 kg，上板町で4.1 kgと高く，
最も低い徳島市では1.0kgであった。このように，
自動車依存せざる得ない郊外部の居住環境では，自

動車移動距離が長く，一人あたりの温室効果ガス排

出量が高くなっている。

表 自動車移動距離推計モデルの推定結果

要因 係数 ｔ値
β ：定数項
β 1：自動車保有台数(台/人)
β 2：各ゾーンから事業所までの平均距離

≧6600t
4400-6600t
2200-4400t
<2200t

図 温室効果ガス排出量分布の推計結果

0
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300 ( t-CO2) 2010年 2040年

図 温室効果ガス日排出量の推計結果

津波災害リスクを考慮したシナリオの評価

対象都市圏における持続可能な都市構造への方

向性を見出すことを目指して，津波災害リスクを考

慮して居住地域を移転するシナリオを想定し，持続

可能性の観点から比較分析する。

都市構造についてのシナリオの想定

津波災害リスクを考慮して，想定浸水深2m以上
の地区を津波災害リスクの高いエリアとして，津波

による住居全壊可能性がある木造住宅の居住者が長

期的(30年間)に徐々に移転していくことを想定する。
このため想定浸水深2m未満のエリアで移転先を検
討する。就業地および家族との近居を考慮すると，

対象都市圏外への移転は適当ではない。

一方で，前述したように対象都市圏では，将来

の人口減少が推計されている。そこで，対象都市圏

内の人口減少を補うように，移転を進めることがで

きるならば，都市のコンパクト性を保持しつつ，人

口減少による都市サービスの撤退も抑止できると考

えられる。

図 7　近隣集客充足率別店舗数．

図 8　日平均自動車移動距離．
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ーン別の自動車利用による一日当たり温室効果ガス
総排出量を算出した。将来時点では，乗用車の平均
燃費は改善されていることが期待できる。しかしな
がら，2040 年時点の平均燃費には多様な要因が関
与し，想定が単純でないため，現状と同一と置いて
いる。したがって，将来の温室効果ガス排出量は平
均燃費改善による低減を考慮できていない点に留意
する必要がある。

この居住ゾーン別の算出結果に基づいて，ゾーン
中心点での排出量推定値を求め，ゾーン中心点以外
についてはカーネル密度推定により排出量を推定し
た。このように推定した温室効果ガス排出量分布の
推計結果を図 9 に示す。人口の集中する徳島市中
心部だけでなく郊外付近においても，温室効果ガス
排出量が多いことがわかる。

つぎに，居住ゾーン別の温室効果ガス日排出量を
市町別に集計した結果を図 10 に示す。将来におい
ても対象地域で人口が最も多いことから徳島市の総
排出量が最も高い。しかしながら，一人一日当たり
の排出量は板野町で 4.3 kg，上板町で 4.1 kg と高
く，最も低い徳島市では 1.0 kg であった。このよ
うに，自動車依存せざる得ない郊外部の居住環境で
は，自動車移動距離が長く，一人あたりの温室効果
ガス排出量が高くなっている。

4．津波災害リスクを考慮したシナリオの評価

対象都市圏における持続可能な都市構造への方向
性を見出すことを目指して，津波災害リスクを考慮
して居住地域を移転するシナリオを想定し，持続可
能性の観点から比較分析する。
4.1　都市構造についてのシナリオの想定

津波災害リスクを考慮して，想定浸水深 2 m 以
上の地区を津波災害リスクの高いエリアとして，津
波による住居全壊可能性がある木造住宅の居住者が
長期的（30 年間）に徐々に移転していくことを想定
する。このため想定浸水深 2 m 未満のエリアで移
転先を検討する。就業地及び家族との近居を考慮す
ると，対象都市圏外への移転は適当ではない。

一方で，前述したように，対象都市圏では将来の
人口減少が推計されている。そこで，対象都市圏内
の人口減少を補うように，移転を進めることができ
るならば，都市のコンパクト性を保持しつつ，人口
減少による都市サービスの撤退も抑止できると考え
られる。

以上の点を考慮して，住居全壊回避シナリオ及び
都心部温存シナリオを想定する。住居全壊回避シナ
リオでは，移転機会を考慮して，65 歳未満の木造
住宅居住者全員を想定浸水深 2 m 未満のエリアへ
の転出を誘導することを想定する。都心部温存シナ
リオでは，津波浸水リスクはあるが DID 地区につ
いては転出誘導の対象外とすることを想定する。こ

タについても統計的に有意である。したがって，仮
定したモデル構造が概ね妥当であると判断した。す
なわち，自動車移動距離は居住地域と事業所との位
置関係に依存すると言える。しかしながら，買物目
的などの自由目的トリップなどには対応できていな
い。そのため，モデルの推計精度の向上には説明変
数として商業施設アクセシビリティなどの導入を検
討することが今後の課題と言える。

つぎに，自動車利用による環境負荷リスクの具体
的な指標として居住ゾーン別の日平均自動車移動距
離に基づき，温室効果ガス排出量を推計する。ガソ
リン消費による二酸化炭素排出原単位は約 2.3 kg/L 
である。ここでは交通渋滞による速度低下の影響な
どは考慮せず，乗用車の平均燃費は約 15.7 km/L

（2007 年 10・15 モード）として，ガソリン乗用車の単位
距離当たりの二酸化炭素排出係数を約 0.146 kg/km と
設定した。この値を日平均自動車移動距離に乗じて，
居住ゾーン別の一人一日あたりの温室効果ガス排出
量を算定した。さらに，居住人口を乗じて，居住ゾ

表 1　自動車移動距離推計モデルの推定結果．

要因 係数 ｔ値
β ：定数項
β 1：自動車保有台数(台/人)
β 2：各ゾーンから事業所までの平均距離

図 9 温室効果ガス排出量分布の推計結果．

図 10 温室効果ガス日排出量の推計結果．
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れら 2 種類の長期的シナリオについて，その想定内
容を表 2 に整理する。

これらのシナリオにおいて，現実的には如何なる
転出誘導に対しても長期的にも転居を行わない世帯
が残存することは十分に想定される。しかしなが
ら，ここでは持続可能な都市構造への方向性を見出
すことのみを目的として，シナリオの想定どおりに
長期的に転居が行われると仮定する。これら 2 種類
の想定シナリオと移転を行わない場合（現状推移シ
ナリオ）とを比較する。

ここで，現状推移シナリオでの地域別の人口減少
規模を把握することを目的として，現在から将来に
おける人口減少を 1 km 単位メッシュで推計した結
果を図 11 に示す。想定浸水深 2 m 以上の地域を除
いた対象都市圏の人口減少は 60,618 人と推計され
た。

住居全壊回避シナリオでは，想定浸水深 2 m 以
上で 65 歳未満の木造住宅居住者 69,664 人を移転対
象者として，想定浸水深 2 m 未満のエリアに移転
することを想定する。その結果として，現況からの
人口減少より移転対象者数が多くなる。しかしなが
ら，想定浸水深 2 m 以上の地域を除いた人口ピー
ク時（2000 年）からの人口減少は 70,917 人と推計さ
れる。したがって，想定浸水深 2 m 未満の地域を
人口ピーク時（2000 年） の人口レベルまで人口減少
を補うように移転を促進することとすれば，すべて
の移転対象者の転居を想定しても人口ピーク時より
も過密となることはない。

都心部温存シナリオでは，想定浸水深 2 m 以上の
木造住宅居住者から，DID 地区内における浸水想定
深 2 ～ 3 m の地域の木造住宅居住者を除いた 50,453
人を移転対象者として，想定浸水深 2 m 未満のエリ
アに移転することを想定する。これらの移転対象者
は，想定浸水深 2 m 未満のエリアにおいて，現況人
口の多い地域より順に，人口減少を補うように移転
が進められていくと想定する。

一方，対象都市圏における人口分布を除いて，自
動車利用による環境負荷リスクに影響を与える要因
である事業所分布及び自動車保有率分布について
は，現状推移シナリオだけでなく 2 種類の想定シナ
リオにおいても，将来も維持されていると仮定する。
4.2　想定シナリオの持続可能性に関する分析

持続可能性の観点として，将来における [1] 津波
による住宅全壊リスク，[2] 都市サービス低下に関
わる商業施設撤退リスク，[3] 自動車利用による温
室効果ガス排出などの環境負荷リスクに関して，想
定シナリオについて現状推移シナリオと比較する。

想定シナリオにおける想定浸水深 2 m 以上の地
区における将来の木造住宅居住者数を図 12 に示す。
これらは津波による住宅全壊リスクを保有する人口

表 2　津波災害リスク軽減のための長期的シナリオ．

図 11　2010 年から 2040 年までの人口減少． 図 12　津波による将来の住宅全壊リスク保有人口．
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の推計値に相当する。
つぎに，各シナリオにおける商業施設撤退リスク

について比較する。商業施設の近隣集客充足率別店
舗数を図 13 に示す。住居全壊回避シナリオでは集
客充足率 70％以上の店舗数が減少している。これ
は津波浸水エリアに多くの人口及び店舗が集中して
いるためである。

一方，都心部温存シナリオでは，現状推移と比較
して集客充足率 70％以上の店舗数の減少は少ない。
これは，人口及び店舗が集中する DID 地区の想定
浸水深 2 ～ 3 m の移転を回避したためであると考
えられる。

最後に，各シナリオにおける環境負荷リスクにつ
いて比較する。各シナリオにおける自動車利用によ
る温室効果ガス排出量を図 14 に示す。

住居全壊回避シナリオにおいては，自動車依存度
の高い郊外への移転を行うことにより，現状推移シ
ナリオと比較すると 40 トン（t）増加する。都心部温存
シナリオにおいては，DID 地区の一部について移転
制限したことにより，移転による温室効果ガス排出
量の増加を 15 トン（t）に抑えることが可能であった。

5．おわりに

本研究では，津波災害リスクを考慮する必要性が
高い地方都市圏における都市構造の持続可能性につ
いて分析した。具体的には，徳島東部都市圏を対象

に，将来の人口減少を推計した上で，津波災害リス
ク，商業施設撤退リスク及び環境負荷リスクについ
て指標化し，現状の都市構造のまま推移した状態を
把握した。また，集約型都市構造の理念に対応した
津波災害リスク削減のためのそれぞれシナリオに応
じた都市構造について，提案した指標により持続可
能性について分析した。本研究の成果は，以下のよ
うに整理できる。
1）  現況の人口分布に基づいて，コーホート要因法に

より，30 年後の将来における 1 km メッシュ単位
での人口分布を推計した。この将来人口分布と想
定津波浸水深を重ね合わせることで，将来におけ
る津波災害リスクを明確にした。対象都市圏にお
いては，人口減少が想定される将来においても，
現状のまま推移した場合では，多大な津波災害リ
スクが残存することがわかった。

2）  対象都市圏の商業施設に関しては，半径 800 m
の利用圏外からの集客に依存する構造となってい
る店舗が多数である。人口減少が想定される将来
には，近隣集客充足率の低下が見られ，撤退リス
クが高まる可能性が示された。

3）  将来の居住地分布と事業所分布の関係から，自動
車移動距離及び温室効果ガス排出量を推計する方
法を提案した。この結果として，事業所アクセシ
ビリティと一人当たりの自動車保有台数が自動車
移動距離に影響を与えていることを統計的に検証
した。

4）  都市圏内の人口減少を補うように，想定浸水深
2 m 以下の区域に木造住宅居住者の移転を進めれ
ば，市街化調整区域の緩和あるいは新規の都市開
発を伴わず，津波災害リスクを軽減することが可
能であることを示した。一方，人口集積地からの
撤退となり，商業施設撤退リスク及び自動車利用
による環境負荷リスクをより高める推計結果とな
った。

5）  想定浸水深 3 m までの津波災害リスクを DID 地
区で許容すれば，津波災害への対策は必要となる
が，商業施設撤退リスク及び自動車利用による環
境負荷リスクが抑制される推計結果を得た。
今後の課題としては，[1] 都心部温存シナリオで

の津波災害リスク軽減のためのインフラ整備費用に
関する評価及びリスクファイナンスの可能性の検
討，[2] 対象都市における DID 地区の歴史的な展開
の経緯に基づく，温存すべき範囲の妥当性の検証，
[3] 都市サービスを享受不可能な居住者数の抑制の
観点からの評価などが挙げられる。
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